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都市

l 世界の陸地面積の2%以下しかない都市部に、
世界人口の55%が居住

l この世界人口に占める都市部人口の割合は、
2050年までに 68%まで上昇するとの予測

l 世界のCO2排出の約70％、資源消費の60%が
都市から。

l 都市化が進むと、都市とその周辺部がヒートアイランドの影響を受けて、より温暖化する
可能性

l 特に沿岸部に位置する都市に気候変動の影響が顕著
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自治体（地方公共団体）*
l 人々・コミュニティに最も近い行政体

l 多くの都市サービスの提供を担う
(持続可能な開発目標（SDGs）の169ターゲットの
うち、65%程度が、地方・地域政府の関与なしでは
達成できないと推計されている）

l 国に先立って、カーボンニュートラルを目指す都市
→国内・国際的なアクションをリードする存在でもある。

l ゼロカーボンを目指す上で、地域の取り組み、地域に住む人々の行動の変容は重要で
あり、自治体が担う役割は大きい。

＊国によって制度の違いがあるので、Subnational government, local government and municipal authorities （いずれも「地
方政府」と訳されることが多い）、local and regional government （地方・地域政府）という表現が使われますが、ここでは
日本でよく使われる「自治体」という言葉を使っています。



気候変動枠組み条約（UNFCCC)の交渉プロセスでは、9つの非政府主体グループ
（Constituency）をフォーカルポイントにしてコミュニケーションをしている。
自治体（地方政府）も、その一つ。

1. Business and industry NGOs (BINGO) 
2. Environmental NGOs (ENGO)
3. Local government and municipal authorities

(LGMA)
4. Indigenous peoples organizations (IPO) 
5. Research and independent NGOs (RINGO) 
6. Trade union NGOs (TUNGO) 
7. Women and Gender (WGC)
8. Youth NGOs (YOUNGO)
9. Farmers and agricultural NGOs (Farmers) 

自治体は、主要な非政府主体（ノンステートアクター）

LGMAの代表としてフィンランドの
トゥルク市⻑が⾃治体の取組を紹介
（＠COP25） (photo) ICLEI⽇本提供

https://unfccc.int/sites/default/files/constituencies_and_you.pdf

1995年、COP1から



自治体の活動＠COP26
COP26参加者数（内訳）
・政府：21,688
・NGO：11,734
・国際機関：2,299
・メディア：3,781
・その他：7

合計：39,509

Source: Carbon Brief (https://www.carbonbrief.org/analysis-which-countries-
have-sent-the-most-delegates-to-cop26)

多くの自治体から、首長級や
市議会議員を含む400人以
上がCOPに参加。

（資料提供︓ICLEI⽇本）



自治体セッション＠COP26 ジャパンパビリオン
⽇本パビリオンで先進的な⾃治体による取り組みを紹介

11/2  脱炭素都市の実現に向けた先進的な取組
（その他の参加都市）

横浜市、ジャカルタ（インドネシア）、
デモイン（米国）、パリ（フランス）、
ハイフォン（ベトナム）

（その他の参加都市）

クアラルンプール、ジャカルタ、マウイ郡（米国）、レンカ（チリ）

11/10 地域の脱炭素化に向けたマルチステークホルダーの役割

長野県知事 北九州市長 真庭市長

京都市長 浪江町長
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ジャカルタ（インドネシア）
2030年までに30%の排出削減、気候変動に
脆弱な地域を減らす。2050年までにカーボ
ンニュートラルを目指すことを知事が宣言。

クアラルンプール

（マレーシア）
2050年までにカーボンニュー
トラルを目指すことを、脱炭素
都市国際フォーラム（2021年3
月）で、マハディ市長が宣言。

都市間連携事業（環境省）のパートナー都市の取り組みの紹介例

マハディ市長
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国・地方脱炭素実現会議

l 国と地方が協働・共創して、2050年までのカーボン
ニュートラル実現に向けたロードマップと、それを実
現するための国と地方による具体的な方策につい
て議論。

l 地域脱炭素ロードマップを、2021年6月（第3回 国・
地方脱炭素実現会議）をとりまとめ

第3回国・地方脱炭素
実現会議
（出典）首相官邸HP
https://www.kantei.go.jp/jp/99_suga/ac
tions/202106/09datsutanso.html

ゼロカーボン宣言自治体

脱炭素ドミノ、先行モデルケース創出

（出典）環境省HP
https://ondankataisaku.env.go.jp/carbon_n
eutral/topics/20210330-topic-02.html

⽇本国政府の都市に関する取り組みの紹介

（出典）環境省HP
https://www.env.go.jp/policy/zero_carbon_city/01_ponti_211228.pdf
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日米グローバル地方ゼロカーボン促進
イニシアティブ

2021年4月の日米首脳会議において立ち上げた「日米
気候パートナーシップ」に基づき、米国と連携して、第
三国、特にインド太平洋諸国における脱炭素社会への
移行の加速化に関する協力を推進

脱炭素都市国際フォーラムの共催

都市に関する新たなイニシアティブを発表

リーガン 米国環境保護庁
長官の挨拶

山口環境大臣のビデオ
メッセージ

＠COP26サイドイベント「地域の脱炭素化にむけたマルチス
テークホルダーの役割」
https://www.iges.or.jp/jp/events/20211110



LGMA（地方政府）パビリオン＠COP26
スコットランド政府のホストのもとLGMAパビリオンを開設

（Photo) ICLEI日本内田氏提供
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LGMA GLASGOW 
#TIME4MULTILEVELACTION ROADMAP:

1. マルチレベル・アクション
（国と自治体の連携した行動）

2. ファイナンスの地域化

3. すべてのひとに対する公正な気候アクション
（統合的アプローチ）

4. UNFCCCのプロセスへの自治体の関与を
高めること

https://www.cities-and-regions.org/wp-content/uploads/lgma_glasgow_time4multilevelactionroadmap_final.pdf

COP26で、LGMAが発表したマルチレベルアクション・ロードマップで示された
重点分野

（出典）LGMA HP
https://www.cities-and-regions.org/multilevel-action-pavilion/
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ロードマップの中で、
日本の取り組みが

マルチ・レベルアクション
の倣うべき事例として言

及されている

https://www.cities-and-regions.org/wp-
content/uploads/lgma_glasgow_time4multilevelactionroadmap_final.pdf
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LGMA GLASGOW 
#TIME4MULTILEVELACTION ROADMAP:

1. マルチレベル・アクション
（国と自治体の連携した行動）

2. ファイナンスの地域化

3. すべてのひとに対する公正な気候アクション
（統合的アプローチ）

4. UNFCCCのプロセスへの自治体の関与を
高めること

https://www.cities-and-regions.org/wp-content/uploads/lgma_glasgow_time4multilevelactionroadmap_final.pdf

COP26で、LGMAが発表したロードマップで⽰された重点分野

(出典）LGMA website
https://www.cities-and-regions.org/multilevel-
action-pavilion/
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100の気候中立都市を
2030年までに創出するプロ
グラム。都市から提案を募
集中。

選ばれた都市には、資金
的・技術的な支援が提供さ
れる予定。

100 Climate-neutral 
Cities by 2030 – by and 
for the Citizens（EU）

国と自治体の間で、気候変動対策を協力して
実施していくことを約束する仕組み。年に1回レビュー、
改定が行われる。

l エンシェーピング
l ヨーテボリ
l ヤラフェラ
l ルンド
l マルメ
l ストックホルム
l ウメオ
l ウプサラ
l ヴェクショー

気候契約（Climate Contract 2030)＠スエーデン

マルチレベルアクションの事例＠EU

(Photo） Annika Dalén. “UMEÅ, Sweden - towards a gender equal and carbon neutral city”@ 
IURC Webinar “Achieving Carbon Neutrality in Cities”, Online, 19 October 2021
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ウメオ（スエーデン）

ジェンダー視点を気候変動対策に反映するための
取り組み：

性差による移動パターンの違いの調査の実施
消費者行動調査で家事も含める
→調査結果を政策にも活かしていく。

統合的アプローチ、公正な気候アクション

(出典） Annika Dalén. “UMEÅ, Sweden - towards a gender equal and carbon neutral city”@ 
IURC Webinar “Achieving Carbon Neutrality in Cities”, Online, 19 October 2021
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ドノスティア・サンセバスチャン（スペイン）の建築物
の省エネ・再エネに取り組む理由の説明

統合的アプローチ

経済的な理由、エネルギーに依存しない

健康、自宅の快適性

(出典）Jon Gastañares Lizarriturri and Iker Mardaras Larrañaga. “Policies to Reduce Energy Consumption of Building and Their The Carbon Footprint in 
Donostia-Sabastian””@ ISAP2021 Thematic Track 5 “EU-IURC Joint Session: The Role of Municipalities in Promoting the Renovation Waves”, Online, 29 
November 2021



Integrated smart 
energy area 

infrastructure 
plans supported 
by Local Energy 

Market platform
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Renewable 
generation
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Social 
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Hydrogen 

Production
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70+ public buildings per year

70+ Schools per year

12,000 additional homes

7200+ social homes deep 
retrofitted

10MW of Green Hydrogen for 
transport, heat and network injection 

85MWp of additional
renewable generation 
and storage

Schools 
retrofit
£67m

£750M+

Leveraged 
Capital 

Investment 

1M Tonnes 
of CO2 
Savings 

(cumulative)

cr£113m+

Enabling 
Investment 

Local Authorities, resident and 
businesses able to buy and sell energy 

Talent and 
Supply 
Chain

85,000 construction 
workforce

Shortfall of around 
8,000 workers

1,000 annual 
apprentices

3,000 annual 
FE learners

Approx. 
440 

Trustmark 
installers

Detailed LMI 
from Trustmark 
informing 
devolved policy

Adaptation of 
curriculum for 
FE and 
Apprentices

Upskilling for 
GM’s 85,000 
construction 
workforce

“Place Based Systemic Decarbonisation, 
Across the Region”

190 Public EV Charging Stations 

マンチェスター大都市圏：

雇用、投資、地域ごとの包括的な取り組み

統合的アプローチ

(出典）Sean Owen. “Greater Manchester, Path to Carbon Neutral”@ IURC Webinar “Achieving Carbon Neutrality in Cities”, Online, 19 October 2021
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2050年までに「二酸化炭素排出ゼロ」を表明した自治体は、514自治体（40都道府
県、14特別区、130町、24村）＊
＊2021年12月28日現在

出典：環境省HP
https://www.env.go.jp/policy/zero_carbon_city/01_ponti_211228.pdf



（出典：環境省HP
https://www.env.go.jp/counc
il/02policy/mat97_2_2.pdf）

https://www.env.go.jp/council/02policy/mat97_2_2.pdf


• 九州の31の県・市町村（⾃治体）がゼロカーボンシ
ティ表明に⾄った 背景、現状、課題などを整理し、
国内外の動向を踏まえつつ概観

• 環境省のイニシティブをきっかけ にしながらも、庁
内の内発的な動きから表明に⾄ったところが多かった。

• 表明後の展開として、ほとんどの⾃治体が計画策定・
改定を通じて施策の 具体化を進めるのと同時に、域
内のステークホルダーに向けた意識啓発の活動を始め
ていた。

• 不確実性を包含する2050年を⾒据えた取り組みを表
明⾃治体が着実に進める上での課題を指摘
出典︓https://www.iges.or.jp/jp/pub/kyushu-zerocarbon/ja

地域の脱炭素化に向けた課題

https://www.iges.or.jp/jp/pub/kyushu-zerocarbon/ja


課題①︓実施体制

課題②︓定量化 課題③︓ロードマップ作成

© IGES



課題克服のための取り組み事例
（課題①実施体制に関して）

ガバナンス（庁内体制）
・横浜市＝温暖化対策統括本部の設置
・京都市＝1.5℃を目指す地球温暖化対策推進本部会議、

1.5℃を目指す将来世代職員フューチャーデザインチーム

自治体間連携
・横浜市-東北自治体との連携
・湘南エコウェーブ（藤沢市・茅ヶ崎市・寒川町＝湘南広域都市行政協議会）
・熊本連携中枢都市圏の温暖化対策に関する計画・協議会
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かながわ脱炭素ビジョン2050

https://www.pref.kanagawa.jp/docum
ents/80527/bijyon_tirasi.pdf

https://www.pref.kanagawa.jp/documents/80527/bijyon.pdf
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参加（オンライン）ご希望の方は、①お
名前、②Eメールアドレス、③ご所属を
記載し、outreach-info@iges.or.jpまで
メールでお申し込みください。

イベントページ：
https://www.iges.or.jp/jp/events/20220126

mailto:outreach-info@iges.or.jp

